
平成22年8月30日

平成２３年度の地方財政の課題

１．地方一般財源の総額の確保と地方財政の健全化等

(1) 「財政運営戦略」を踏まえ、国・地方共通の重要な課題である財政健全化に向け、

「新成長戦略」の推進により「強い経済」を実現し、経済成長による税収増を図る

とともに、地方の行財政改革に積極的に取り組む。

(2) 「財政運営戦略」に定める中期財政フレーム及び「概算要求組替え基準」と基調

を合わせつつ、社会保障費の自然増に対応する地方財源の確保を含め、交付団体始

め地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額について、実質的に平

成22年度の水準を下回らないよう確保。

(3) 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」を踏まえ、健全化判断比率の公表

等を着実に実施するとともに、公務員人件費、第三セクター等、公立病院、地方公

会計等の改革を進め、財政健全化を促進。

２．地域主権改革の推進

(1) 国と地方の役割分担を踏まえるとともに、地方が自由に使える財源を拡充すると

いう観点から、国・地方間の税財源の配分の在り方を見直す。社会保障など地方行

政を安定的に運営するための地方消費税の充実など、税源の偏在性が少なく、税収

が安定的な地方税体系を構築。

(2) 地方においては、経済の疲弊が深刻化しており、財政状況も極めて厳しいことか

ら、地方交付税については、本来の役割である財源調整機能と財源保障機能が適切

に発揮されるよう、総額を適切に確保。

(3) 地域のことは地域が決める「地域主権」を確立するため、国から地方への「ひも

付き補助金」を廃止し、基本的に地方が自由に使える一括交付金にするとの方針の

下、現行の補助金、交付金等を改革。

(4) 国と地方の役割分担の在り方や今後の社会資本整備の在り方等の様々な課題との

整合性を確保しながら検討を行い、現行の直轄事業負担金制度の廃止とその後の在

り方について結論を得る。

（連絡先）
自治財政局財政課
担当：坂越企画官、原係長
代表：03-5253-5111 （内線23314、23323）
直通：03-5253-5612
FAX：03-5253-5615
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平成23年度地方交付税の概算要求の概要

【要求の考え方】

○ 「財政運営戦略」に定める中期財政フレーム（注）及び「概算要求組替え基準」

と基調を合わせつつ、社会保障費の自然増に対応する地方財源の確保を含め、

一般財源総額について、実質的に平成22年度の水準を下回らないよう確保

○ 地方交付税については、本年度とほぼ同額の16.9兆円を要求し、地方の安定

的な財政運営に必要となる財源を適切に確保

○ 地方交付税総額の予見性と地方財政の自律性を高めるため、地方交付税法

第6条の3第2項の規定に基づき、交付税率の引上げによる補てんを要求

【要求内容】

（1） 三位一体改革で削減された地方交付税を復元するとともに、地域経済を活性化し、元

気な日本の復活を図る観点から、一般会計からの別枠の加算（1兆4,850億円）を平成22

年度同様に行う。

（参考） 平成18年度所得税税源移譲額の交付税率相当額（H23ベース）

※ 試算額 所得税の８％相当＝1兆725億円

（2） 平成23年度の財源不足は折半で補てんし、国負担分相当額について交付税率を引上

げ3年間固定し、地方団体の予見性を高める。

○ 国負担相当額 5兆2,347億円（国税５税の16.5％相当→交付税率47.9％）

（3） 平成24年度以降の2年間の財源不足の変動は臨時財政対策債で調整し、地方財政の（3） 平成24年度以降の2年間の財源不足の変動は臨時財政対策債で調整し、地方財政の

自律性を高める。

【上記に基づく概算要求の姿】

○ 地方交付税（地方団体への交付ベース）

16兆8 605億円 （H22 16兆8 935億円）16兆8,605億円 （H22    16兆8,935億円）

（H22比 △330億円）

（参考）一般財源総額見込み 59兆4,400億円程度 （H22    59兆4,103億円）

（注） 中期財政フレームにおいては、基礎的財政収支対象経費について、平成23年度から平成25年度

の間は、平成22年度当初予算の規模を実質的に上回らないこととされている。、 度 算 規 実質

※ この概算要求は仮置きの計数であり、今後、経済情勢の推移、税制改正の内容、国の予

算編成の動向等を踏まえ、地方財政の状況等について検討を加え、交付税特別会計借入

金のあり方を含め予算編成過程で調整するとともに、交付税率の引上げは事項要求（折半

ルール国負担分を対象）とする。
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（単位：億円）

平成23年度 平成22年度

当初要求額 当初予算額

A B C C/B

① 98,377 94,654 3,722 3.9%

42,900 40,365 2,536 6.3%

4,523 4,426 97 2.2%

20,644 20,240 404 2.0%

29,018 28,432 586 2.1%

2,290 2,068 223 10.8%

99,375 95,530 3,845 4.0%

△ 999 △ 876 △ 123 14.1%

△ 999 △ 876 △ 123 14.1%

② 22,412 76,291 △ 53,879 △70.6%

一
般
会
計

国税５税の法定率分等

所得税×32％

酒税×32％

法人税×34％

消費税×29.5％

たばこ税×25％

（小計）

平成9､10、19年度精算分
※

（ 小 計 ）

一般会計からの加算分

平成２３年度地方交付税算定基礎

区分
増減額
(A-B)

増減率

7,562 7,561 1 0.0%

14,850 14,850 0 0.0%

0 9,850 △ 9,850 皆減

0 5,000 △ 5,000 皆減

別枠の加算 14,850 0 14,850 皆増

0 53,880 △ 53,880 皆減

③ 52,347 0 52,347 皆増

⑤ 0 2 △ 2 △99.9%

⑥ 0 0 0 －

⑦ △ 4,530 △ 5,712 1,182 △20.7%

⑧ 0 3,700 △ 3,700 皆減

⑨ 0 0 0 －

（注）表示単位未満四捨五入の関係で 積み上げと合計が一致しない場合がある

交付税率の引上げ（事項要求）等

168,935 △ 330 △0.2%地方交付税総額（出口ﾍﾞｰｽ） ④＋⑩　⑪ 168,605

1.3%

特
別
会
計

返還金

特別会計借入金償還額

特別会計借入金利子

剰余金の活用

173,135 170,945

前年度からの繰越

計　⑤＋⑥＋⑦＋⑧＋⑨＝⑩ △ 4,530 △ 2,010 △ 2,520 125.4%

「地域活性化・雇用等臨時特例費」
の創設による別枠加算

H21年度別枠加算１兆円のうちH22年度
に協議することとされていた加算

臨時財政対策加算

計（入口ﾍﾞｰｽ）　①＋②＋③＝④ 2,190

別枠の加算

計
法定加算

※

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない場合がある。

　平成２２年度は平成９、１０年度精算分、平成２３年度は平成１９年度精算分である。
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平成２３年度地方財政収支の８月仮試算 【概算要求時】

（単位：兆円）

２２年度 ２３年度

増減 伸び率(%)

　（歳　出） 兆円 兆円 兆円 ％

　給 与 関 係 経 費 21.7 21.2 △ 0.5 △ 2.4

退　職　手　当　以　外 19.4 19.0 △ 0.4 △ 2.0

退　職　手　当　 2.3 2.2 △ 0.1 △ 5.3

　一 般 行 政 経 費 29.4 31.4 2.0 6.7

補　　　助 14.4 15.2 0.8 5.4

単　　　独 13.8 15.0 1.2 8.3

国民健康保険・後期高齢者
医療制度関係事業費 1.2 1.2 0.0 5.0

　地域活性化
　　・雇用等臨時特例費 1.0 0.0 △ 1.0 皆減

　地 方 再 生 対 策 費 0.4 0.4 0.0 0.0

　投　資　的　経　費 11.9 11.8 △ 0.1 △ 0.5

直　轄　・　補　助 5.0 5.0 △ 0.0 △ 1.0

単　　　独 6.9 6.9 △ 0.0 △ 0.2

　そ　　　 の 　  　他 17.7 17.5 △ 0.2 △ 1.0

　一　般　歳　出　計 66.3 66.7 0.4 0.6

計 82.1 82.4 0.3 0.3

　（歳　入）   

　地　　　方 　 　税　  　等 34.4 34.8 0.4 1.2

地　　　方  　　税 32.5 32.9 0.4 1.3

地　方　譲　与　税 1.9 1.9 0.0 0.1

　地 方 特 例 交 付 金 0.4 0.2 △ 0.2 △ 38.4

　地　方　交　付　税 16.9 16.9 △ 0.0 △ 0.2

　国　庫　支　出　金 11.6 11.9 0.3 3.2

　地　　　 方 　　　債 13.5 13.1 △ 0.4 △ 2.8

うち臨時財政対策債 7.7 7.5 △ 0.2 △ 2.8

　そ　　　　の　　　　他 5.4 5.4 0.0 0.0

　「一　　般　　財　　源」 59.4 59.4 0.0 0.0 注)３参照

（水準超経費除き）「一般財源」 58.8 58.8 0.0 0.0

計 82.1 82.4 0.3 0.3

「経済財政の中長期試算」（平成22年6月22日
内閣府）ベース

注)　 １　「概算要求組替え基準」、「財政運営戦略」等を前提とした仮置きの計数である。
　　　 ２　地方財政対策等に関し、仮試算の過程において見込まれた財源不足の補てんについての考え方等については「平成
　　　　 23年度地方交付税の概算要求の概要」のとおりである。
　　　 ３　「一般財源」は、地方税等、地方特例交付金、地方交付税、臨時財政対策債の合計額である。
　　　 ４　表示単位未満四捨五入の関係で、積上げと合計、伸び率が一致しない場合がある。

（交付団体ベース）

区　　　　　　　　　分 特記事項

H22人事院勧告（平成22年8月）等

社会保障費の増
概算要求組替え基準を踏まえた減

概算要求組替え基準を踏まえた減

概算要求組替え基準を踏まえた減等

社会保障費の増

概算要求組替え基準を踏まえた減

一般行政経費（単独）へ振替え
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交付税及び譲与税配付金特別会計 （単位：億円）

Ａ Ｂ Ｃ （％）

＜地方交付税＞

一般会計からの
繰入れ　　　　　　　 173,135 170,945 2,190 1.3

借入金等利子 △ 4,530 △ 5,712 1,182 △ 20.7

剰余金の活用 0 3,700 △ 3,700 皆減

返還金 0 2 △ 2 △ 99.9

△ 330 △ 0.2

＜地方特例交付金＞

一般会計からの
繰 れ

平成２３年度　地方交付税・地方特例交付金
概算要求の概要

平成２３年度 平成２２年度 増　減　額 増　減　率

項　　　　　　　目 要求額 予算額 （Ａ－Ｂ） Ｃ／Ｂ

計 168,605 168,935

繰入れ　　　　　　　　 2,362 3,832 △ 1,470 △ 38.4

うち 児童手当及び子ども手当
特例交付金

479 2,337 △ 1,858 △ 79.5

減収補てん特例交付金 1,883 1,495 388 25.9

表示単位未満を四捨五入しており、積み上げと一致しない場合がある。

 【地方交付税】

１

２

３

４

５

【地方特例交付金】

一般会計からの繰入れ
　合　　計

175,497 174,777 720 0.4

この概算要求は、仮置きの計数であり、「児童手当及び子ども手当特例交付金」及び「減収補てん特例交付
金」については、平成２３年度所要見込額を仮に計上している。今後、経済情勢の推移、税制改正の内容、国
の予算編成の動向等を踏まえ、要求内容の修正を行う。

（注）

この概算要求は、「概算要求組替え基準」、「財政運営戦略」等を前提とした仮置きの計数である。その考
え方等は「平成23年度地方交付税の概算要求の概要」のとおりである。

国税及び地方税の税収見積り等については、名目経済成長率、弾性値等について一定の前提を置き、機
械的に積算している。
交付税特別会計借入金のあり方については、予算編成過程で検討を行い、必要な場合には概算要求の

修正を行う。
覚書に基づいて一般会計から加算することとされている額については、平成２２年度と同様、法定化した上

で後年度に加算することを前提としているが、今後の地方財政の状況に応じて要求を行う場合がある。
地方交付税を国税収納金整理資金から、直接、交付税及び譲与税配付金特別会計に繰り入れる措置に

ついて、今後、検討を行い、必要な場合には、法改正及び概算要求の修正を行う。
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